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平成１７年度 国土交通省セミナー

「 Ｐ Ｆ Ｉ 効 果 の 検 証 」

200200５年５年1010月月2424日日

特定非営利活動法人特定非営利活動法人 日本ＰＦＩ協会日本ＰＦＩ協会
専務理事専務理事 植田植田 和男和男
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１． 公共工事コストと公共事業コスト（ＰＦＩ）の相違

２． 真のＶＦＭに対する評価

３．ＰＦＩにおける保険の貢献

４．ＰＦＩが生み出した新しい世界（官民協調）

内 容



Japan PFI Association 3

１） ライフサイクルコスト（生涯費用）の導入

従 来 型従 来 型

１００億円 受 注受 注
Ａ社
入札価格（工事コスト）

１２０億円 失 注失 注
Ｂ社
入札価格（工事コスト）

ＰＦＩ事業方式ＰＦＩ事業方式

Ａ社
入札（提案）価格
ライフサイクルコスト ２００億

１００億円 １００億円
失注失注

Ｂ社
入札（提案）価格
ライフサイクルコスト

１８０億
１２０億円 ６０億円

受注受注

（官）公共工事コストの比較 （民）建設コストの比較

（官）財政負担の比較 （民）事業コストの比較

１. 公共工事コストと公共事業コスト（ＰＦＩ）の相違
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設計費＋建設費

（設計費＋建設費）＋（維持管理費＋運営費）
特徴 ・（設計費＋建設費）が（維持管理費＋運営費）の前提

・（維持管理費＋運営費）は個別業務別に見積り
（単年度ベース）

設計＋建設費＋維持管理費＋運営費
特徴 ・最小の維持管理、運営費を作るために設計への

注文、建設（資材）への注文等。
全体として最小のコストを作る為の作業。

ＰＦＩ事業費
（設計費＋建設費＋維持管理費＋運営費）＋ 金融コスト

＋税金＋リスク費

従来型／単年度主義

①

④

③

②

２） 公共（工事・事業）コストの４つのタイプ
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２．真のＶＦＭに対する評価

１） 競争環境下のＰＦＩのＬＣＣとの比較

２） 民間の創意工夫による公共サービスの内容

可能性調査時のＶＦＭはあくまで出発点
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（参考１） 特定事業選定時のVFM （事業件数165）
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３．ＰＦＩにおける保険の貢献

１） 保険付保に関する「条件規定」の導入（リスクコストの認
識）

２） 保険よる公共負担リスクの転嫁
（例） ・天災不可抗力損害の保険によるカバー

・地震リスク
「九段３号館合同庁舎PFI事業（BTO、建設中の１０億円まで

保険付保義務）」
「仙台市スパポーク松森PFI事業」（BTO、維持管理期間中施

設整備費の15%まで地震保険の付保義務）」

３） 保険の活用により有利なプロジェクトファイナンスの組成

４） 履行保証保険活用による「契約保証金」代替手段の確保

５） 事故・災害発生時における公共の事務処理負担軽減、
施設の早期復旧の実現
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モニタリング
定時モニタリング
随時モニタリング
利用者アンケート

セルフ
モニタリング

発注者 事業ＳＰＣ

関係者協議会

金融機関

運営協議部会（ＷＧ）

・事業計画の承認

・モニタリングの最終承認

・不可抗力・法令変更の対応

・設計変更の対応

・業務運営上の調整事項を協議

・業務計画（年間・月間）の承認

・業務報告と内容確認

・連絡調整事項

サービス内容や品質の向上を

目的とした、実務担当者による

協議・調整の場。関係者協議会

への付議などを行う。

契約上の重要事項についての

決定機関。

４．ＰＦＩが生み出した新しい世界（官民協調）
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関係者協議会
委員長（議長）：教育長

市側 ＫＭＬ
代表委員(2名) ： 教育長 取締役
委員(13名)  ： 市長公室長 取締役兼経理部長

総務部長 営業・総務部長
保健福祉部長 事業者総括責任者

兼備品什器保守管理統括責任者
産業振興部長 建物管理責任者
都市整備部長 長期修繕責任者

兼備品什器保守管理責任者
教育部長 施設設計責任者

システム保守管理責任者

施設維持管理・運営作業部会

部長会（議長）：くわなメディアライヴ事務局総合館長
代表構成員 ：くわなメディアライヴ事務局総合館長
代表構成員 ：ＫＭＬ営業・総務部長
出席者 ：市側・事業者側構成員

市側

くわなメディアライヴ事務局
担当課長：総合館長
出席者 ：担当職員

中央図書館
担当課長：教育委員会生涯学習課長
出席者 ：担当職員

中央保健センター
担当課長：保健福祉部健康推進室長
出席者 ：担当職員

勤労青少年ホーム
担当課長：産業振興部商工観光課長
出席者 ：担当職員

多目的ホール
担当課長：総務部総務課長
出席者 ：担当職員

事業者側（桑名メディアライヴ㈱：ＫＭＬ）

事務局
ＫＭＬ営業・総務課長
ＫＭＬ経理課長

事業者総括責任者
備品什器保守管理統括責任者
（図書館流通センター）

建物管理責任者
事業者側責任者
生活利便施設責任者
（積村ビル管理）

長期修繕責任者
備品什器保守管理責任者
（鹿島建設）

施設設計責任者

（佐藤総合計画）

ｼｽﾃﾑ保守管理責任者

（三重電子計算センター）

出席 出席

（参考） 体制図

「桑名市図書館等複合公共施設特定事業」鹿島建設株式会社名古屋支店営業部 武田、井上、尾頭、舘内より引用


